
被災地の復旧・復興に連携して取り組む地元企業、地縁組織、ＮＰＯ等の
多様な主体に対する支援事業 スキーム図

東日本大震災の復興・再生に資するため、地元企業、地縁組織、ＮＰＯ等の多様な主体による被災
住民と連携した行政サービスの代行・補完等のコーディネート業務やそのサポート活動を実施する中
間支援組織等に補助金を交付し、中間支援組織の活動を支援することにより、被災地において低下し
ている行政サービスの代行・補完活動及びその他の復興支援活動を促進する。

【事業内容】
○事業者

一般社団法人、一般財団法人、公益
社団法人、公益財団法人、特例社団
法人、特例財団法人、特定非営利活
動法人、協同組合、その他営利を目
的としない法人のうち、中間支援活動
(※）を行う団体

○事業内容
事業者が行う次の活動に要する費用を

補助する。

・行政サービスの代行・補完の需要や地
域の支援ニーズの把握

・支援ニーズを満たすための、支援を提
供しようとする団体の情報、国や地方公
共団体等による各種支援策に関する情
報の収集

・ニーズと支援活動のマッチングと事業
化の提案

・事業化に向けて利用可能な国や地方公
共団体による各種支援策の提案

等

※中間支援活動：地域づくり活動を行う人材の育成、
マッチング、専門的知識によるアドバイス等により地
域づくり活動を中間的に支援する活動

中間支援組織

【基本スキーム】
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